
介護支援専門員 行動規範 

 

                         令和５年６月 25日制定 

 

 倫理綱領は、介護支援専門員の活動において、守るべき最低限の基準を示すも

のであるが、より具体的な倫理上の行動指針を示すため、介護支援専門員が取る

べき行動の規範を示すことにした。なお、この行動規範は、網羅的なものではな

く、今後も必要に応じて増補し、改訂すべきものである。 

 

（自立支援） 

1.私たち介護支援専門員は、個人の尊厳の保持を旨とし、利用者の基本的人権を

擁護し、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、利

用者本位の立場から支援していきます。  

1-1 いかなる場面においてもその人の尊厳を傷つけたり、権利を侵害する行為

はしてはならない。 

1-2 関わるすべての人の多様性を理解し尊重しなければならない。 

1-3 可能な限り自己決定できるように意思決定のプロセスへの支援を行わな

ければならない。 

 

（利用者の権利擁護） 

2.私たち介護支援専門員は、最善の方法を用いて、利用者の利益と権利を擁護し

ていきます。  

2-1 その人が望む自立した生活を支援するために、最善の方法で支援を提供し

なければならない。 

2-2  本人には意思があり、意思決定能力を有するということを前提にして、ア

ドボケイト（権利擁護）機能を活用しながら意思決定支援を行わなければならな

い。 

 

（専門的知識と技術の向上） 

3.私たち介護支援専門員は、常に専門的知識・技術の向上に努めることにより、

介護支援サービスの質を高めるとともに、自己の提供した介護支援サービスに

ついて、常に専門職としての責任を負います。また、他の介護支援専門員やその



他専門職と知識や経験の交流を行い、支援方法の改善と専門性の向上を図りま

す。  

3-1 専門職としての資質向上のため、自己研鑽に努めるよう行動しなければな

らない。 

3-2 利用者からの評価や第三者からの評価を真摯に受け止めより良い改善策

を検討し、自己点検・自己評価を繰り返し、質の高い介護支援サービスの提供に

努めなければならない。 

 

（公正・中立な立場の堅持） 

4.私たち介護支援専門員は、利用者の利益を最優先に活動を行い、所属する事業

所・施設の利益に偏ることなく、公正・中立な立場を堅持します。  

4-1 利用者・家族支援の立場に立ち、公正・中立な業務の遂行をしなければな

らない。 

4-2 特定の種類又は特定の事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよう、

公正かつ誠実にその業務を行わなければならない。 

 

（社会的信頼の確立） 

5．私たち介護支援専門員は、提供する介護支援サービスが、利用者の生活に深

い関わりを持つものであることに鑑み、その果たす役割は重要であることを自

覚し、常に社会の信頼を得られるよう努力します。   

5-1 一人ひとりのニーズに対応した個別性のある支援を提供し、社会からの信

頼を得るべく業務を執り行わなければならない。 

5-2 法令遵守、職業倫理に反しないよう、日々努力しなければならない。 

 

（秘密保持） 

6.私たち介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関し知り得た利用者

や関係者の秘密を漏らさぬことを厳守します。  

6-1 取り扱う個人情報は、正当な理由なしに漏らしてはならない。 

6-2 介護支援専門員でなくなった後も、個人情報は漏らしてはならない。 

 

（法令遵守） 

7．私たち介護支援専門員は、介護保険法及び関係諸法令・通知を遵守します。  



7-1 介護保険法及び関連法令を理解し遵守しなければならない。 

7-2 利用者の不利益につながるような法律等がある場合は、正当な方法で法改

正を促す活動をするように努めなければならない。 

 

（説明責任） 

8.私たち介護支援専門員は、専門職として、介護保険制度の動向及び自己の作成

した介護支援計画に基づき提供された保健・医療・福祉のサービスについて、利

用者に適切な方法・わかりやすい表現を用いて、説明する責任を負います。  

8-1 利用者・家族が自己決定・自己選択できるよう、必要な情報提供と説明を

行わなければならない。 

8-2 必要に応じて繰り返し説明を続けて、その人が理解できるように懇切丁寧

に、わかりやすい説明をしなければならない。 

 

（苦情への対応） 

9．私たち介護支援専門員は、利用者や関係者の意見・要望そして苦情を真摯に

受け止め、適切かつ迅速にその再発防止及び改善を行います。  

9-1 介護支援専門員・事業所に寄せられる苦情については、真摯に受けとめ迅

速に対応しなければならない。 

9-2 苦情申し立てができる事を説明し、介護サービスの質の維持向上のために

も苦情解決に取り組まなければならない。 

 

（他の専門職との連携） 

10.私たち介護支援専門員は、介護支援サービスを提供するにあたり、利用者の

意向を尊重し、保健医療サービス及び福祉サービスその他関連するサービスと

の有機的な連携を図るよう創意工夫を行い、当該介護支援サービスを総合的に

提供します。  

10-1 だれもが住み慣れた地域で不安なく生活維持ができるよう、必要な介護・

医療・福祉、その他の多職種のコーディネーターとして質の向上を図らなければ

ならない。 

10-2 医療と介護の役割分担と連携の一層の推進として、主治医、歯科医師、薬

剤師などに情報提供をし、各専門職の専門性を理解しチームワークを実践しな

ければならない。 



 

（地域包括ケアシステムの推進） 

11．私たち介護支援専門員は、利用者が地域社会の一員として地域での暮らしを

支援し、利用者の生活課題が解決できるよう、他の専門職及び地域住民との協働

を行い、よって地域包括ケアを推進します。  

11-1 要介護者等の自立支援を基本としながら、地域の様々な社会資源を開発・

統合・ネットワーク化し、地域住民を継続的かつ包括的にケアできるようにしな

ければならない。 

11-2 地域住民が要介護・要支援状態になることを予防するとともに、要介護状

態になっても可能な限り地域において、自立した日常生活を営むことができる

ように支援しなければならない。 

 

（より良い社会づくりへの貢献） 

12．私たち介護支援専門員は、介護保険制度の要として、介護支援サービスの質

を高めるための推進に尽力し、より良い社会づくりに貢献します。  

12-1 介護保険制度の基本理念である「介護サービスの社会化」を推進し、すべ

ての人が住み慣れた地域において可能な限り安心して暮らし続けることのでき

る社会の実現を目指し、行動しなければならない。 

12-2 私たち介護支援専門員は、差別、排除、貧困、権利侵害、虐待などを認識

した場合は、専門的な視点から介入し、より良い社会づくりに貢献するよう行動

しなければならない。 


